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１．策定の背景と目的 

 

常総市水道事業経営戦略は、２０１６（平成２８）年度に経営の基本計画として

策定し、２０１７（平成２９）年度に「常総市水道ビジョン」の改定に合わせて、

将来にわたり安全で安心な水道水の供給を安定して継続できるように、中長期的な

視点から経営の健全化と経営基盤の強化を図るために改定を行いました。 

そして現在、前回の改定から４年目を迎え、水道事業を取り巻く環境にも変化が

見られ、少子化による給水人口の減少や節水機器の普及と節水意識の向上による水

需要の減少等から、今後、水道料金収益の減少は避けられない状況となっています。 

一方で、水道事業創設期に建設された水道施設は老朽化が進み、特に２０２６（令

和８）年度以降、耐用年数を順次迎えていく配水管等については、先の震災を踏ま

えた災害に強い施設への更新及び耐震化への取り組みが課題となってきており、こ

れらへの設備投資に係る費用が増大する見込みとなっています。 

また、茨城県の主導により、水道事業の広域化が進められていることから、今後、

県水の受水量が増加することにより、自己水源のための取水量が削減されることも

考えられます。これらは、水道事業の主な収入となる水道料金収益の減少と、経常

費用の増加へとつながっていくため、地方公営企業法に基づく「独立採算の原則」

に則った水道事業独自での負担は限界となり、将来の経営状況はますます厳しいも

のとなることが予測されます。 

そのためにも、今後、経営のさらなる効率化と、将来的な水需要を見据えた施設

利用率の向上に努め、水道受益者間での公平な負担のため、状況に対応した料金体

系への見直しについての検討を行う必要もあると考え、最新の推計値を基にした事

業の収支計画を見直し、さらなる効率的な事業経営を可能とするためにも、今回、

「常総市水道事業経営戦略」の見直しを実施するものです。 

 

２．経営戦略の位置付け 

 

本経営戦略は、「じょうそう未来創生プラン（前期基本計画）」において掲げる

「上水道は生活に不可欠な社会資本であり、水道施設の整備や適正な維持管理を進

め、いつでも安定して上水を供給できる体制づくりを目指します。」とした基本方

針との整合性を図り、厚生労働省の新水道ビジョンを反映させた「常総市水道ビジ

ョン（改定版）」や、総務省が示す経営戦略策定・改定ガイドライン等を基に策定

しました。 
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常総市水道事業経営戦略の位置付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．計画期間 

 

総務省の「経営戦略策定・改定ガイドライン等」における「中長期的な視点から

経営基盤の強化等に取り組むことができるように、計画期間は１０年以上を基本と

する」という考え方を取り入れ、前回、２０１８（平成３０）年度から２０２７（令

和９）年度までの１０年を本計画の計画期間としていましたが、今回、経営状況の

変化に対応するため、見直しを行うものとして２０２２(令和４)年度から２０２７

（令和９）年度までとします。 

 

 常総市水道ビジョン（改定版） 

基本方針「安全・強靭・持続」 

新水道ビジョン 

【厚生労働省】 

常総市水道事業経営戦略 

2022（令和 4 年）～2027（令和 9 年） 

各施策等具体的な取り組みへ 

新水道ビジョン（厚生労働省） 
日本の総人口の減少（給水人口、給水量の減少）、老朽化施設の更新、東日本大震災の経験等、水道

をとりまく状況の大きな変化を踏まえ、来るべき時代に挑戦するため水道の理想像を明示し、その理
想像を具現化するための当面の間に取り組むべき事項や方策を提示しています。 
経営戦略策定・改定ガイドライン等 

「経営戦略策定・改定ガイドライン」及び「経営戦略策定・改定マニュアル」において、実務上の
指針として、「経営戦略」の策定に当たっての基本的考え方、「投資試算」及び「財源試算」の将来予
測方法、経営健全化及び財源確保の具体的方策、各事業の特性を踏まえた策定上の留意点等を示して
います。 

【
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経営戦略策定・ 

改定ガイドライン等 

【総務省】 

 常総市総合計画  

じょうそう未来創生プラン（前期基本計画） 

計画期間 ２０２２(令和４)年度から２０２７(令和９)年度までの６年間 
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本経営戦略における経営方針は、厚生労働省が策定した「新水道ビジョン」に掲

げる水道の理想像である「安全」、「強靭」、「持続」の項目を基本方針として、

さまざまな課題を解決し、安定的な事業運営を行っていきます。 

 

◆ 安 全 

 １．いつでも安心して飲める、安全で信頼される水道

（１）水質管理体制の強化 ：残留塩素・水質検査の計画的管理 

            ：赤水の発生を抑制するため、計画的に管洗浄 

（２）水源水量の確保   ：水源井戸の適正な維持管理の実施による水源水量を維持 

            ：県水受水による安定的な水源確保 

（３）ソフト対策の強化  ：危機管理計画等ソフト面の対策整備による安全性の向上 

◆ 強 靭 

２．災害に強く、たくましい水道 

（１）老朽施設・管路更新 ：老朽管更新や老朽設備の修繕、更新を進め、管路や設 

備の事故リスクを低減 

（２）応急給水の確保   ：重要施設への管路の耐震化により、災害等が発生した 

場合にも施設への給水継続 

（３）効率的な水運用の構築：現況施設の強化、将来的施設の効率化 

（４）応急復旧体制の整備 ：危機管理体制の強化・給水拠点の整備、防災備品や資 

機材を調達できる応急復旧体制の整備 

◆ 持 続 

 ３．いつまでも皆様の近くにあり続ける水道

（１）経営基盤の強化   ：施設更新等に対応する経営の効率化・健全化を推進 

            ：アセットマネジメントによる計画的な事業推進 

             ：適正な水道料金体系の検討 

（２）人材育成      ：水道事業に関する知識や技術の習得等資質向上を図 

り、技術を継承する 

（３）水道サービスの向上 ：広報誌・ホームページによる広報を充実 

（４）官民連携の推進   ：効果のある民間委託形態を検討 

（５）環境対策      ：CO2 排出量削減の取り組み、再生可能エネルギーの利 

用促進などを進める 
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厚生労働省は、人口減少社会の到来や東日本大震災の経験など、水道を取り巻く環

境の大きな変化に対応するために「水道ビジョン」の全面的な見直しを行い、今後の

取組みの目指すべき方向性やその実現方策、関係者の役割分担を提示した「新水道ビ

ジョン」を平成２５年３月に策定し、これまで水道事業者自らに作成するよう推奨し

てきた「地域水道ビジョン」を、必要に応じ「水道事業ビジョン」として改定し、「新

水道ビジョン」に基づいた各種施策をより一層推進するよう要請しています。 
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（厚生労働省：新水道ビジョン） 
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１．事業の概要 

 

（１）給水の状況 

本市水道事業は、２００６（平成１８）年１月１日付けで旧水海道市、旧石下町

が合併し、常総市政がスタートしたことに伴い、２００８（平成２０）年４月にそ

れぞれの水道事業毎に分かれていた会計や水道料金の統一と事業の効率化を図る

ため、計画給水人口６２,０００人、計画一日最大給水量２１,９００ｍ3として認可

を取得し、現在に至っています。 

 

                        （２０２０（令和２）年度末） 

地方公営企業法適用 法適用 事業区分 末端給水事業 

計画給水人口 62,000人 現在給水人口 54,593人 

計画一日最大給水量 21,900㎥/日 現在一日最大給水量 18,402㎥/日 

給水区域面積 123.64㎢ 給水人口密度 446.2人/㎢ 

 

【水道事業のあゆみ】 

事業 年度 内  容 
計画給水 

人口 

計画一日最大 

給水量 

水
海
道
水
道
事
業 

S37年度 上水道事業創設 8,000人 1,600㎥ 

S42年度 上水道第1次拡張事業 10,000人 2,500㎥ 

S50年度 上水道第2次拡張事業 15,000人 5,000㎥ 

S56年度 上水道第3次拡張事業 22,300人 9,200㎥ 

H元年度 上水道第4次拡張事業 49,900人 20,040㎥ 

H13年度 上水道第4次拡張事業（第1回変更） 49,900人 19,700㎥ 

石
下
水
道
事
業 

S41年度 上水道事業創設 8,000人 2,000㎥ 

S48年度 上水道第1次拡張事業 10,000人 3,000㎥ 

S55年度 上水道第2次拡張事業 10,000人 4,000㎥ 

S62年度 西部上水道事業創設 10,300人 2,710㎥ 

H元年度 上水道第3次拡張事業 12,800人 5,480㎥ 

H13年度 上水道第4次拡張事業（西部地区統合） 28,400人 10,800㎥ 

H17年度 上水道第4次拡張事業（第1回変更） 25,400人 10,300㎥ 

常
総
市 

 

水
道
事
業 

H20年度 常総市水道事業創設（水道事業統合） 62,000人 21,900㎥ 

第３章 水道事業の現状と将来予測 
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（２）料金体系 

現在の水道料金は、用途や口径によらず、基本料金１,８８５円（10㎥まで）に

超過料金（１㎥ごとに）を加算した金額となっています。 

水道料金は、給水サ－ビスの対価として水道事業が実施する施設の建設及び改良

に要する経費を賄うことが可能なように、必要な時期に適正な水準に定めることが

健全な経営につながるものとされております。現在の水道料金体系は、消費税率の

変更に伴うものを除き、２００８（平成２０）年４月の事業認可から改定しており

ませんが、今後、水需要は減少するものと予測され、また施設の老朽化に伴い修繕

費や更新費用は増加していくものと想定されることから、安定的な経営が可能とな

る料金水準を改めて検討していく必要性があると考えられます。 

 

   常総市水道料金表（税込み）  （２０１９（令和元）年１０月１日以降） 

基本料金（1 か月につき） 超過料金(1 ㎥につき) 

10m3まで 1,885 円 10m3を超え 30m3まで 242 円 

30m3を超え 50m3まで 252 円 

50m3を超え 100m3まで 294 円 

100m3超 345 円 

臨時用 1 ㎥につき  252 円 

 最終料金改定日 ：2008（平成 20）年 4月 1日（消費税率改定によるものは含まず） 

 

 

（３）組織体制 

２０２１（令和３）年度現在、水道事業に従事する職員は、課長以下技術管理者

を含む合計１０名による組織構成となっています。２０１０（平成２２）年度まで

は、１１名在籍していた職員数を削減し、以降１０年間では８人～１０人を維持し

ながら人件費の増加を抑制しています。 

なお、水道事業に従事する職員一人ひとりに、従来にも増して高い能力・知見が

求められるようになることから、今後、熟練技術者のノウハウを確実に継承し、次

の世代の水道事業を支える人材を育成していくことが求められます。 

 

水道職員数の推移（人） 

項目 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R 元 R2 

事務職員 6 6 5 7 7 7 6 7 4 8 

技術職員 4 2 4 2 1 2 3 3 4 2 

計 10 8 9 9 8 9 9 10 8 10 
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【常総市水道事業組織図 ２０２１（令和３）年度】 

 

 

２．人口の動向 

 

（１）給水区域内人口 

常総市の人口は、２００４（平成１６）年度まで増加傾向にあり、６７,５５１

人に達しましたが、それ以降は、若者の市外流出や出生数の低下などにより減少が

続き、２０２０（令和２）年度は５９,３１４人で、２０１０（平成２２）年度か

らの１０年間では６,００６人の減少となっています。また、２０１５（平成２７）

年度は、関東・東北豪雨により、甚大な被害を受けたことから最も人口減少が見ら

れました。一方、世帯数については、１０年前と比較して１,６７２世帯増加し、

緩やかな増加が続いています。 

本市の将来人口は、「常総市人口ビジョン」や「国立社会保障・人口問題研究

所」（以下「社人研」という。）の推計においても、今後とも減少傾向が継続

すると予測されています。 

「常総市人口ビジョン」は、２０１５（平成２７）年の豪雨災害による社会減

が回復傾向にあることから、社会減に歯止めをかけ、将来にわたって活力あるまち

づくりを進め、また国の出生率の回復を前提とした考えを踏まえた上で、本市の出

生率向上のための施策に取り組むことにより人口減の抑制に努め、現実的で達成可

能な将来人口として２０６０（令和４２）年度においては、総人口４５,０００ 人

を確保することを目標としています。 

また「社人研」では、２０１５（平成２７）年度までを基準に算出され、

このまま減少傾向が続いた場合、２０６０（令和４２）年度で３６,２６４人

まで減少すると推計しています。 

〇業務の統合調整に関すること

〇予算及び決算に関すること

〇資産の管理に関すること

〇広報宣伝に関すること

〇業務統計に関すること

〇水道料金の徴収に関すること

〇出納その他の会計事務に関すること

〇水道施設の設計及び工事施工

　に関すること

〇給水装置に関すること

〇水質の検査並びに水道施設の

　維持及び管理に関すること

〇給水記録の整理等に関すること

〇配水及び給水業務に関すること

水
道
業
務
係

３
人

水
道
管
理
係

５
人

水
道
課
長
・
水
道
課
長
補
佐

都
市
建
設
部
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常総市人口ビジョンと社人研による将来人口（人） 

年度 
R2 

（2020） 
R7 

(2025) 
R12 

(2030) 
R17 

(2035) 
R22 

(2040) 
R27 

(2045) 
R32 

(2050) 
R37 

(2055) 
R42 

(2060) 

人口 
ビジョン 

59,314 57,684 55,995 54,178 52,327 50,573 48,883 47,217 45,544 

社人研 59,314 56,939 54,328 51,438 48,377 45,299 42,289 39,295 36,264 

差引 － △745 △1,667 △2,740 △3,950 △5,274 △6,594 △7,922 △9,280 

※R2は当該年度10月1日の実績、R3以降は各年度10月1日時点の推計人口。 

 

 

 

今後の人口の見通しは、本市における人口の動向を長期的に見た場合、全国的に

人口減少が問題となっているように、将来においても減少傾向であることが想定さ

れます。 

将来人口の推計は、本市の状況を十分反映し、人口流出を抑制するため、現実的

で達成可能な人口目標を掲げた「常総市人口ビジョン」で算出された推計値を計画

期間内における将来人口として計画します。よって計画年度における人口は、

２０２７（令和９）年度は５７,００８人となり、見直し作業開始から１０年後の

２０３１（令和１３）年度は５５,６３２人になる見込みです。 

 

給水区域内人口の推計（人）  

項  目  R2  R3  R4 R5  R6  R7 

給水区域内人口 59,096 58,814 58,531 58,249 57,966 57,684 

項  目 R8  R9  R10  R11  R12  R13 

給水区域内人口 57,346 57,008 56,671 56,333 55,995 55,632 

   ※R2は当該年度末日の実績、R3以降は各年度10月1日時点の人口を推計。 
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（２）給水人口 

本市の給水区域内人口に対する普及率は増加傾向にあって、２０２０（令和２）

年度には９２.４％の数値を示し、給水人口は５４,５９３人となっています。今後、

給水区域内人口の減少に伴い、給水人口も減少傾向になるものと推測されますが、

自家用井戸から水道水への転換による増加傾向が見られることから、普及率は僅か

ながら増加するものと予測されます。 

将来の普及率は、過去１０年間の実績値から時系列傾向分析により推計し、普及

率を２０２７（令和９）年度で９４.１％、２０３１（令和１３）年度で９４.５％

と推計しました。これにより給水区域内人口に普及率を乗じ、給水人口を２０２７

（令和９）年度で５３,６４５人、２０３１（令和１３）年度で５２,５７２人と推

計しました。 

更にその後も普及率は緩やかに増加していくものとして、２０４５（令和２７）

年度には９４.９％としました。これによる給水人口は、４７,９９４人になる見込

みです。２０２０（令和２）年度と比較すると、２０４５（令和２７）年度の給水

区域内人口は約１４.４％の減少が、給水人口は約１２.１％の減少が見込まれるた

め、今後、本市水道事業への影響は避けられないものと推測されます。 
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計画給水人口の推計表  

項  目 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

給水区域内人口(人) 59,567 59,096 58,814 58,531 58,249 57,966 57,684 57,346 

普 及 率 （％） 92.6 92.4 93.0 93.3 93.5 93.7 93.8 94.0 

計画給水人口（人） 55,163 54,593 

 

54,697 54,609 54,463 54,314 54,108 53,905 

項  目 R9 R10  R11  R12  R13 R17 R22 R27 

給水区域内人口(人) 57,008 56,671 56,333 55,995 55,632 54,178 52,327 50,573 

普 及 率 （％） 94.1 94.2 94.3 94.4 94.5 94.7 94.8 94.9 

計画給水人口（人） 53,645 53,390 53,122 52,859 52,572 51,307 49,606 47,994 

 ※R2以前は当該年度末日の実績、R3以降は各年度10月1日時点の人口を推計。 

 

 ３．需要水量と水道料金収入

 

（１）配水量と有収水量 

    有収水量のうち、生活用一人当たりの使用水量は、過去の実績から増加傾向が今

後も続くと考えられるため、僅かな増加があるものと予測しました。しかし人口減

少の影響に加え、近年の節水意識の高まりや節水機器の普及によって、各家庭や大

口需要者における使用水量の減少が見込まれることから、全体的には、今後の有収

水量は減少していくものと予測され、配水量も同様に減少傾向が加速していくもの

と予測されます。 
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配水量・有収水量の推計表  

項  目 R2  R3  R4  R5  R6  R7  

年間配水量（千㎥） 5,898 5,723 5,718 5,722 5,695 5,679 

年間有収水量(千㎥) 5,492 5,294 5,289 5,293 5,268 5,253 

項  目 R8  R9  R10 R11 R12 R13 

年間配水量（千㎥） 5,662 5,655 5,618 5,595 5,572 5,562 

年間有収水量(千㎥) 5,237 5,231 5,197 5,176 5,155 5,145 

※R2は当該年度の実績、R3以降は各年度の推計。 

 

 

（２）有収水量と水道料金収入 

有収水量の動向によって、水道料金収入も同じような傾向を示しています。近年

では、有収水量が増加したことで、収益も増加傾向を示していますが、今後、人口

の減少により有収水量の減少が予測されるため、現行の料金体系を維持していくも

のとした場合、水道料金収益も同様の動きで減少していくこととなります。 
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有収水量と水道料金収入の推計表  

項  目  R2 R3 R4 R5 R6 R7 

有収水量（千㎥） 

R2 比（％） 
5,492 

－ 

5,294 

△3.6 

5,289 

△3.7 

5,293 

△3.6 

5,268 

△4.1 

5,253 

△4.4 

給水収益（千円） 

R2 比（％） 

1,221,431 

－ 

1,184,601 

△3.0 

1,183,539 

△3.1 

1,184,488 

△3.0 

1,178,965 

△3.5 

1,175,453 

△3.8 

項  目  R8 R9 R10 R11 R12 R13 

有収水量（千㎥） 

R2 比（％） 

5,237 

△4.6 

5,231 

△4.8 

5,197 

△5.4 

5,176 

△5.8 

5,155 

△6.1 

5,145 

△6.3 

給水収益（千円） 

R2 比（％） 

1,172,022 

△4.0 

1,170,646 

△4.2 

1,162,956 

△4.8 

1,158,218 

△5.2 

1,153,481 

△5.6 

1,151,399 

△5.7 

※R2は当該年度の実績、R3以降は各年度の推計。 

 

 

 

４．水道施設の状況 

 

本市水道施設の現在の状況は、水源を深井戸から取水した地下水によるものがおよそ

５１％程度を占め、残り４９％が茨城県企業局県南西広域水道用水供給事業からの浄水

受水により賄われ、相野谷浄水場、坂手配水場、東部浄水場及び西部浄水場の４箇所の

施設が稼働して水道水を供給しています。なお、三坂配水場は、現在休止しています。 

給水人口については、過去１０年間で２,０６４人（約３.６％）の減少が見られ、現

在は５４,６００人程度となっています。本市の人口は、今後も減少傾向が続くものと

予測されることから、これに伴って給水人口も減少し、水需要は減少していくものと推

測されます。 

 

 

            常総市水道施設状況   （２０２０（令和２）年度末） 

水  源 地下水51%、受水49％ 浄配水場施設 5箇所（1箇所休止） 

配水施設能力 21,900㎥/日 管 路 延 長 658,353ｍ 

配水池設置数 8池（16,600㎥） 施設利用率 73.8％ 
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常総市水道施設位置図 
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（１）水源・浄水場施設 

ア．水源 

本市の水道事業には、５箇所の浄・配水場（三坂配水場は休止）があり、水源は

１３本の深井戸による地下水と県南西広域水道用水供給事業からの浄水受水とし、

地下水は、各浄水場で急速ろ過及び薬品注入設備によって浄水処理を行っています。 

浄水受水は、県との協定水量となっていることから、安定した水源となっていま

す。地下水については、給水量の動向にもよりますが、近年地下水の取水量は減少

傾向にあり、深井戸の経年使用による老朽化も進んでいることから、取水量の低下

等不安定な状況にあります。今後、浄水受水量と地下水量とのバランスを考慮した

上で、水需要に対応した水源水量の確保が必要となります。 

取水ポンプ及び電気設備関係は、一部更新している機器もありますが、法定耐用

年数を超えた機器が現存していることから、老朽化は進んでいるものと思われます。

施設の経年化が更に進んだ場合は、劣化や能力低下等を来すこととなります。 

 

水源の種別 

浄・配水場 水源別概要 建設年度 許可水量・契約水量 

相野谷浄水場 

深井戸(5本)による地下水 
S46 年度 

～S60年度 
採取許可 6,400㎥/日 

茨城県南西広域水道用水 

供給事業からの浄水受水 
H3年度 浄水受水 1,700㎥/日 

坂手配水場 
茨城県南西広域水道用水 

供給事業からの浄水受水 
H5年度 浄水受水 6,000㎥/日 

東部浄水場 

深井戸(3本)による地下水 
S55 年度 

～H26年度 
採取許可 2,400㎥/日 

茨城県南西広域水道用水 

供給事業からの浄水受水 
H3年度 浄水受水 3,400㎥/日 

西部浄水場 深井戸(5本)による地下水 
H5 年度 

～H24年度 
採取許可 4,800㎥/日 

 

イ．浄・配水場施設 

浄・配水場は、昭和４０年代から昭和５０年代に整備されたものが多く、経年使

用により建物や機械・電気設備などの老朽化が顕著となり、更新時期を迎えている

ものもあります。 

将来にわたり安定した水道水の供給を行うため、修繕・更新を行いつつこれら全

ての施設を維持するためには、膨大な事業費が必要となります。本計画では、引き

続き相野谷浄水場、坂手配水場、東部浄水場及び西部浄水場の４箇所を中心となる

浄・配水施設と位置付け、災害時において緊急性、重要性の高い施設を優先的に整

備しつつ、法定耐用年数が短いポンプ・機械設備並びに電気・計装設備の整備につ

いても、計画的に更新を推進していくものとします。 
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① 相野谷浄水場 

項 目 概   要 建設年度 経過年数 

浄水施設 
凝集沈殿池 

急速ろ過機 6,400 ㎥/日、 
S60 年度 35 年 

配水池 ＰＣ造 2池：有効容量 5,540 ㎥ 
No1.S60 年度 

No2.H3 年度 

No1.35 年 

No2.29 年 

配水設備 
配水ポンプ、動力設備 

一日最大給水量：7,000 ㎥/日 

機器設備更新 

R2 年度、R3 年度 
 

備 考 
・浄水能力は、創設時の最大能力 

・機器及び機械設備は、一部更新している。 

 

② 坂手配水場 

項 目 概   要 建設年度 経過年数 

浄水施設 県水用塩素注入設備 6,000 ㎥/日 H5 年度 27 年 

配水池 ＰＣ造 2池：有効容量 4,600 ㎥ 
No1.H5 年度 

No2.H14 年度 

No1.27 年 

No2.18 年 

配水設備 
配水ポンプ、動力設備 

一日最大給水量：6,000 ㎥/日 
H6 年度 26 年 

備 考 
・浄水能力は、創設時の最大能力 

・機器及び機械設備は、一部更新している。 

 

③ 東部浄水場 

項 目 概   要 建設年度 経過年数 

浄水施設 
薬品注入設備 

急速ろ過機 2,400 ㎥/日、 

薬品注入.H28年度 

ろ過機.S61 年度 

4 年 

34 年 

配水池 ＰＣ造 2池：有効容量 4,000 ㎥ 
No1.S56 年度 

No2.H13 年度 

No1.39 年 

No2.19 年 

配水設備 
配水ポンプ、動力設備 

一日最大給水量：6,000 ㎥/日 

機器設備更新 

H22 年度 
10 年 

備 考 
・浄水能力は、創設時の最大能力 

・機器及び機械設備は、一部更新している。 

 

④ 西部浄水場 

項 目 概   要 建設年度 経過年数 

浄水施設 

生物接触ろ過機 4,800 ㎥/日 

凝集沈殿装置 5,200 ㎥/日 

薬品注入設備 

1 系急速ろ過機 2,500 ㎥/日 

2 系急速ろ過機 2,100 ㎥/日 

H16 年度 

H17 年度 

H17 年度 

1系ろ過.H2年度 

2系ろ過.H16年度 

16 年 

15 年 

15 年 

1 系ろ過.30 年 

2 系ろ過.16 年 

配水池 
ＲＣ造 1池：有効容量 1,500 ㎥ 

ＰＣ造 1池：有効容量 1,500 ㎥ 

No1.H5 年度 

No2.H13 年度 

No1.27 年 

No2.19 年 

配水設備 
配水ポンプ、動力設備 

一日最大給水量：6,000 ㎥/日 

1 系.H5 年度 

2 系.H16 年度 

1 系.27 年 

2 系.16 年 

備 考 
・浄水能力は、創設時の最大能力 

・機器及び機械設備は、一部更新している。 
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（２）水道管路施設 

水道管路は、１９６２（昭和３７）年度から布設され、２０２０（令和２）年度

末までに市内全域に布設された導・配水管の合計管路延長は６５８.４ｋｍです。

１９９１（平成３）年度は、坂手配水場系及び西部浄水場系の給水区域を拡張した

ことで約１００ｋｍの管路布設が行われ、その後２００５（平成１７）年度までに

最も多くの水道管路が布設されました。 

現在、布設後２０年を経過した水道管路の延長は４１５.７ km となり、管路全

体の約６３.１％を占めています。 

今後、「常総市地域防災計画」に謳われている避難所などの緊急性の高い重要給

水施設までの配水管、更に災害時の応援給水となる各給水区域間の緊急時用連絡管、

漏水等が多発している老朽管などについて、耐久性・耐震性の高い水道管への布設

替え工事を行っていきます。 

 

            水道管路の経過年数別延長   （２０２０（令和２）年度末） 

項 目 10 年以下 11～20 年 21～30 年 31～40 年 40 年超 計 

管路延長(ｍ) 7,148 235,506 361,901 38,279 15,519 658,353 

割合(％) 1.1 35.8 55.0 5.8 2.3 100.0 

 

 

 

 

 

 

 

法定耐用年数：減価償却算定のための会計上の償却目安 

（技術開発・維持管理の向上により、実際はそれ以上使用可能な場合もある。） 
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５．事業収支の現状   

 

（１）総収益・総費用・純利益の推移 

収益的収支の総収益と総費用については、２０１１（平成２３）年度の「東日本

大震災」による影響で県水受水の費用が増加しました。また、２０１５（平成２７）

年度の「関東・東北豪雨災害」により、被害があった鬼怒川東部地区全戸の水道料

金を３か月間全額免除するなどの措置や、浄水場施設が甚大な被害を受けたことに

より、２０１６（平成２８）年度にかけて災害復旧のための支出が増えたことから、

総費用が総収益を大きく上回りました。しかし近年では、経費削減や２０１４（平

成２６）年度の公営企業会計制度の改正による営業外収益が増加したことにより、

総収益が総費用を上回る黒字収支となっています。 

しかしながら、支出に関する今後の見通しは、老朽化が進みつつある施設や管路

の修繕・維持管理のための委託料・修繕費が膨らみ、支出全体の抑制に繋がらない

状況が予想されます。収入についても、人口減少に伴い総収益も減少していくもの

と考えられるため、収入が支出を大きく上回ることはないものと考えられます。 

また、現在は供給単価が給水原価を下回り、原価割れをしていますが、それを給

水収益以外の収入で賄っている状況です。 

このように水道事業の収支が厳しい状態になってきている中で、施設の老朽化が

進んでいることから、給水サービスを維持するためには、委託料・修繕費等が今後

も増えていくと見込まれることを踏まえると、収支を均衡させ、安定的に事業を継

続するための現状に沿った施設の修繕・更新を考慮した計画を立て、事業経営を行

っていくことが必要となります。 

 

 

 

 収益的収支：一事業年度の経営活動に伴い発生したすべての収入とそれに対応するすべての支出 



 第３章 水道事業の現状と将来予測  

- 18 - 

平成 23 年度と令和 2年度の収益的収支比較（千円） 

項 目 H23 年度 R2 年度 増減 

総 収 益 1,328,027 1,487,574 159,547 増 

総 費 用 1,350,201 1,398,300 48,099 増 

純 利 益 △22,174 89,274 111,448 増 

給 水 収 益 1,192,846 1,221,431 28,585 増 

 

 

 

   

 

（２）資本的収支の推移と企業債残高 

資本的収支は、これまでの事業で借入れた企業債の返済が進んでいるため、未償

還残高は減少傾向で推移しています。２０１４（平成２６）年度以前は、大きな投

資事業は行っていませんでしたが、２０１５（平成２７）年度の水害による復旧事
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業等で支出が増大し、財源としては、国庫補助金、企業債の借入れ及び自己財源で

賄ったため、新たな企業債の元金償還及び利息の支払いが増加しました。 

また、老朽化した施設の更新事業を２０１６（平成２８）年度から実施し、重要

給水施設への管路耐震化事業を２０２１（令和３）年度から実施しています。 

経営健全化の観点から、国庫補助金の活用及び適正な企業債の借入れを行い、将

来の償還を考慮した事業収支計画となるよう検討していきます。 

 

 

 

 

 

６．経営指標の状況   

 

経営状況や課題を簡明に把握できると考えられる経営指標を抽出し、２０１５（平成

２７）年度から２０１９（令和元）年度までの経営成績と財政状態について全国類似団

体平均との比較により財務状況の把握及び分析を行いました。 

資本的収支：将来の経営活動に備えて行う建設改良及び建設改良に係る企業債償還金などの支出、

並びにその財源となる収入。 
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※1.経営分析は、総務省が公表している本市の水道事業経営分析表を基としたものです。 

※2.類似団体平均は、総務省の分類により示します。（平成27年～令和元年） 

（給水形態：末端給水事業、現在給水人口規模：5万人以上10万人未満） 

   ※3. 評価は、指標の望ましい方向性に対して、基準値や平均値と同程度以上を「〇」、下回

る場合を「△」としています。 

 

（１）経営の健全性・効率性 

 

① 経常収支比率 

指標の説明 

費用が経常収益によってどの程度賄われているかを示すもので、この比率が高い

ほど利益率が良好であることを表し、100％以上であれば営業的に赤字でないこと

を意味します。 

算定式 経常収支比率＝（経常収益／経常費用）×100 

 評  価 △ 

 全国平均より低く、類似団体平均値と

比べても低い状況にあります。主な要因

は、2015（平成27）年度の水害により給

水収益が大きく減少し、施設の修繕費用

を要したためであり、今後、給水普及率

の向上を図るなど、収益の増加を図る検

討が必要となります。 

② 累積欠損金比率 

指標の説明 

営業収益に対する累積欠損金（営業活動により生じた損失で、前年度からの繰越

利益剰余金等でも補塡することができず、複数年度にわたって累積した損失のこ

と）の状況を表す指標です。 

累積欠損金が発生していないことを示す0％であることが求められます。 

算定式 累積欠損費率＝（累積欠損金／営業収益－受託工事収益）×100 

 評  価 〇 

 年々減少を続け、令和元年度には欠損

金は生じることなく、0％になっていま

す。今後も健全な経営を行っていくこと

が望まれます。 

：当該指標値（常総市水道）  ：類似団体平均値（平均値） 

【 】：令和元年度全国平均値 

：当該指標値（常総市水道）  ：類似団体平均値（平均値） 

【 】：令和元年度全国平均値 
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③ 流動比率 

指標の説明 

短期的な債務への支払能力を表す指標です。流動資産（1年以内に現金化するこ
とのできる資産）と流動負債（1年以内に支払うべき債務）の比率であり、100％以
上の高い方が望ましく、100％を下回るということは、1年以内に現金化できる資産
によって1年以内に支払わなければならない負債を賄えていないことを意味し、支
払能力を高めるための経営改善を図っていく必要があります。 

算定式 流動比率＝（流動資産／流動負債）×100 

 評  価 △ 

 2014（平成26）年度から公営企業会計

制度が改正され、翌年度に償還すべき企

業債などが流動負債に含まれたことで、

指標は下降しています。100％を上回り増

加傾向にあって、現状では短期的な債務

への支払能力は確保されていますが、今

後施設の更新等による支出が見込まれる

ため、現金預金を安定して確保できるよ

う、財源構成を慎重に検討することが必

要となります。 

④ 企業債残高対給水収益比率 

指標の説明 

企業債残高の規模を表す指標であり、水道料金による収入（給水収益）に対する

企業債残高の割合で、低い方が望ましいとされます。 

明確な数値基準はないものの、投資規模は適切か、料金水準は適切か、必要な更

新を先送りしているため企業債残高が少額となっているに過ぎないかなどといった

分析を行い、経営改善を図っていく必要があります。 

算定式 企業債残高対給水収益比率＝（企業債残高／給水収益）×100 

 評  価 △ 

 年々減少傾向にありますが、類似団体

平均値を上回っています。今後、投資事

業に対する財源確保について検討するほ

か、企業債以外の財源も確保することで

企業債の借入を抑制し、将来に負担を先

送りしない取組みが必要となります。 

 

 

 

 

 

：当該指標値（常総市水道）  ：類似団体平均値（平均値） 

【 】：令和元年度全国平均値 

：当該指標値（常総市水道）  ：類似団体平均値（平均値） 

【 】：令和元年度全国平均値 
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⑤ 料金回収率 

指標の説明 

給水に係る費用が、どの程度給水収益で賄えているかを表す指標です。 
指標が100％以上と高い方が望ましく、料金回収率が100％を下回っている場合、

給水に係る費用が給水収益以外の収入で賄われていることを意味します。数値が低
く、繰出基準に定める事由以外の繰出金によって収入不足を補塡している場合は、
適切な料金収入の確保が求められます。 

算定式 （供給単価／給水原価）×100 

 評  価 △ 

 
指標は100％を下回り、給水に係る費用

を給水収益で賄えていません。2015（平

成27）年度は、水害による減免措置を実

施したため料金収入が減少しました。給

水収益の伸びが緩慢であるのに加え、給

水原価が高止まりしているためと思われ

ます。 

今後は、料金収入確保への取組みが必

要となります。 

 

⑥ 給水原価 

指標の説明 

有収水量1㎥当たりについて、どれだけの費用がかかっているかを表す指標で、

明確な数値基準はないものの、経年比較や類似団体との比較等により、当該水道事

業の状況を把握・分析することが求められます。 

必要に応じて、経営改善が必要となります。 

算定式 
｛経常費用-（受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費）-長期前受金戻

入｝／年間有収水量 

 評  価 △ 

 給水原価は、類似団体平均値よりも高

い水準になっています。固定化された費

用の割合が高いことや、老朽化した施設

による修繕費等が多く占めることなどが

原因と推測されます。施設の更新や維持

管理費の見直しを行い、経費の削減に取

り組んでいくことが必要となります。 

 

 

 

 

 

：当該指標値（常総市水道）  ：類似団体平均値（平均値） 

【 】：令和元年度全国平均値 

：当該指標値（常総市水道）  ：類似団体平均値（平均値） 

【 】：令和元年度全国平均値 
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⑦ 施設利用率 

指標の説明 

一日配水能力に対する一日平均配水量の割合であり、施設の利用状況や適正規模
を判断する指標で、100％を最大値とし、高い数値であることが望まれます。 

数値が低い場合には、施設が遊休状態ではないか検討が必要であり、一方で100％
に近い場合は、施設更新や事故など非常時における施設の予備力がないと評価する
場合もあります。 

算定式 （一日平均配水量／一日配水能力）×100 

 評  価 〇 

 全国平均や類似団体平均値より活用度

は高くなっています。今後給水量の減少

から、長期的には施設の配水能力が過大

となり、指標が悪化していく可能性があ

ります。確実に安定した水を供給できる

能力を確保しながら、将来的には施設の

ダウンサイジングについて検討していく

必要があります。 

⑧ 有収率 

指標の説明 

水道施設の効率性を表す指標であり、水道施設が供給した総配水量のうち、料金

収入などの対象となった有収水量の割合を表すもので、100％が最大値で高い数値

であることが望まれます。数値が低い場合は、水道施設や給水装置を経て給水され

る水量が収益に結びついていないため、その原因（漏水等）を特定し、対策を講じ

る必要があります。 

算定式 （年間総有収水量／年間配水量）×100 

 評  価 〇 

 全国平均や類似団体平均値より高い値

ですが、2015（平成27）年度は水害で被

災した鬼怒川東部地区全戸の水道料金を

3か月間免除したことなどにより低くな

っています。今後、水害による修繕は完

了し、安定給水が可能であることから上

昇していくものと予測されますが、2019

（令和元）年度における大規模火災等（消

防用水として使用）の影響により、著し

く低下する場合もあります。 

引き続き管路の適切な管理を行い、無

収水量を抑制していく必要があります。 

 

 

 

 

 

：当該指標値（常総市水道）  ：類似団体平均値（平均値） 

【 】：令和元年度全国平均値 

：当該指標値（常総市水道）  ：類似団体平均値（平均値） 

【 】：令和元年度全国平均値 
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（２）施設の老朽化の状況 

 

① 有形固定資産減価償却率 

指標の説明 

有形固定資産（水道施設・設備）の減価償却がどの程度進んでいるかを表す指標
であり、比較的低い方が望ましく、100％に近いほど保有資産が耐用年数に近づい
ていることを示します。 

この指標が高いということは，資本費（減価償却費）の減少、修繕費の発生、生
産能力の低下を表しています。 

算定式 
（有形固定資産減価償却累計額／ 

有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿原価）×100 

 評  価 △ 

 増加傾向にあり、類似団体平均値と比

較しても高くなっています。創設時の取

得資産に対して更新が遅れているため、

老朽化が進んでいると推測されます。 

今後、投資費用の合理化を前提とした

投資計画に基づき、適正に施設・設備の

更新を実施していく必要があります。 

② 管路経年化率 

指標の説明 

法定耐用年数を超えた管路延長の割合を表す指標であり、管路の老朽化度合いを

示しています。 

一般的に、数値が低い方が望ましく、高い場合は、法定耐用年数を経過した管路

を多く保有しており、管路の更新等の必要性が高まっていると推測することができ

ます。 

算定式 (法定耐用年数を超えた管路延長／管路延長)×100 

 評  価 〇 

 類似団体平均値と比べると数値は大き

く下回っていますが、今後増加する見込

みです。 

耐用年数を超えた管路は、漏水事故発

生のおそれが高くなるため、老朽化の状

態を把握し、優先順位を的確に把握した

上で、その対策を検討することが必要と

なります。 

 

 

 

 

：当該指標値（常総市水道）  ：類似団体平均値（平均値） 

【 】：令和元年度全国平均値 

：当該指標値（常総市水道）  ：類似団体平均値（平均値） 

【 】：令和元年度全国平均値 
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③ 管路更新率 

指標の説明 

当該年度に更新を行った管路延長の割合を表す指標であり、管路の更新ペースや
状況を把握できます。 

明確な数値基準はありませんが、一般的に数値が1％の場合、全ての管路を更新
するのに100年かかる更新ペースであるといわれています。 

算定式 （ 更新された管路延長／管路総延長 ）×100 

 評  価 △ 

 類似団体平均値を大きく下回ってお

り、管路経年化率の増加から管路の更新

ペースは順調とは言えないものと推測さ

れます。今後、優先順位を的確に把握す

ることで計画的に更新を行うものとし、

重要給水施設への管路耐震化及び老朽管

布設替え工事を進めていきます。 

 

（３）経営指標分析の概要 

・ ２０１５（平成２７）年度の水害によって給水収益は減少し、被災した施設の修

繕等で支出が多くなりましたが、現状では施設の修繕は完了し、経費削減に努めた

ことにより比較的安定した経営状況となってきています。 

・ 流動比率は、１００％を上回り年々増加していますが、類似団体平均値を大きく

下回っています。健全な経営状況を維持していくため、今後、施設の更新や修繕に

備えて、安定した資金の確保に努める必要があります。 

・ 事業の健全性を示す料金回収率について、１００％を下回っており、給水にかか

る費用を料金収入で賄えていない状況となっています。 

・ 給水収益の対象となる有収水量は、人口減少や節水機器の普及と節水意識の向上

に伴い減少が見込まれるため、収益が増加しない状況にあります。 

・ 今後、配水量の減少が見込まれることから、将来を見据えた適正な施設能力を検

討し、施設のダウンサイジングを進めていく必要があります。  

・ これまでの企業債借入れにおける残高は減少の見込みとなりますが、今後、施設

更新・老朽管布設替え等の事業を推進することより、新たな企業債の元金償還金及

び利子が加わるものとなります。 

・ 管路経年化率や管路更新率は、類似団体平均値を大きく下回っていますが、今後

は重要給水施設配水管・老朽管など優先順位をつけて更新していく必要があること

から、増加していく見込みとなります。 

：当該指標値（常総市水道）  ：類似団体平均値（平均値） 

【 】：令和元年度全国平均値 
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・ 将来の更新計画を考慮した長期的な財政計画を立て、現状に見合った事業を実施

しながら更なる経費削減に努め、給水収益の増加を図る検討を行い、持続可能な事

業経営を行っていきます。 

・ ２０１９（令和元）年度について、常総市と類似団体平均値との比較をしました。

経営比較表では、指標の方向性で、  向きの指標では数値が高い方が良好となり、 

  向きの指標では数値が低い方が良好を示します。レーダーチャートは、類似団

体平均値を０とした場合のグラフとなっており、中心から外側に行くほど良好な値

を示すもので、赤線が本市を示します。このうち、流動比率、企業債残高対給水収

益比率、給水原価の値が類似団体平均値を大きく下回っています。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 分析指標 常総市
類似団体
平均値

指標の
方向性

経常収支比率（％） 106.01 111.17

累積欠損比率（％） 0.00 0.78

流動比率（％） 182.49 360.86

企業債残高対

給水収益比率
342.35 309.28

料金回収率（％） 97.22 103.32

給水原価（円） 229.98 168.56

施設利用率（％） 75.52 59.51

有収率（％） 88.19 87.08

有形固定資産
減価償却率（％）

52.25 49.55

管路経年化率（％） 1.62 17.11

管路更新率（％） 0.06 0.63

令和元年度経営指標の比較表

経
営
の
健

全
性
・
効
率
性

老
朽
化
状

況
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本市の水道施設は、１９８５（昭和６０）年度までに整備されたものが多く、現在

では、施設や機器類の老朽化が進行しています。水道は毎日の生活に必要不可欠なラ

イフラインであり、事故や災害が発生した場合であっても速やかに水道施設を復旧さ

せ、住民の生命や生活の維持を図る必要があります。そのためにも、水道施設の機能

を健全に維持し、将来にわたり安全で安心な水を安定的に供給するには、これらの老

朽化した施設・設備、管路の更新が必要である一方、給水人口の減少とそれに伴う水

需要の減少から、給水収益の減少が見込まれています。 

これらの状況を踏まえ、投資・財政計画を基に、今後の事業収支の見通しをとりま

とめました。自己資金と国庫補助金及び企業債の活用により、計画期間では深刻な資

金不足に陥ることはなく、必要な投資を行える見込みです。 

また、企業債残高は、２０２０（令和２）年度末時点で約３８億円であり、計画期

間内において新たな企業債が積み上がるものの、企業債の返済額が借入額を超えてい

るため、総体的には減少する見込みです。ただし、計画期間以降においても老朽化施

設の更新事業は継続していく必要があるため、今後もさらなる経営の効率化に努めま

す。 

  

１．施設の投資計画 

 

本市水道事業は、現在稼働している市内１３箇所の深井戸による地下水と、県南西

広域水道用水供給事業からの浄水受水を水源として、市内に５箇所ある浄・配水場施

設のうち、現在稼働している４箇所から水道水を供給しています。これら浄・配水場

施設のほとんどは、１９８５（昭和６０）年度までに整備され、現在まで修繕や更新

によって長寿命化を図ってきましたが、経年使用により多くの施設で老朽化が進みつ

つあります。また、管路についても老朽化・劣化等が見られ、管路の耐用年数は４０

年であることから、順次更新時期を迎えることとなります。 

今回の投資計画は、投資費用の合理化を前提として、経年使用による老朽化や「東

日本大震災」及び「関東・東北豪雨災害」で経験した水道施設の脆弱性への対応と、

将来における水道施設の合理化を図るため、重要給水施設への配水管及び老朽管路の

耐震化を進め、老朽化した電気・機械設備を更新することにより、安全で安心な水道

水の安定供給と経営の健全化を図ることを目的として策定しました。 

 

（１）相野谷浄水場系及び西部浄水場系において、水源水量を確保するため、深井戸の

井内洗浄による改修工事を行います。また、老朽化した取水ポンプ設備及び電気設

備の更新を実施します。 
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（２）相野谷浄水場及び坂手配水場の電気・計装設備は、建設当初から使用し続けてい

ることから、順次更新を図ります。 

   西部浄水場の電気・計装設備は、１系と２系に分かれていることで運転制御に一

定のリスクがあることから、災害時に迅速な切換え対応を可能とするため、機器類

の更新を図ります。 

（３）相野谷浄水場、坂手配水場及び西部浄水場の配水ポンプは、老朽化と配水容量の

変化に対応するため適正なポンプの能力を検討し、インバータによる省エネ化とと

もに配水ポンプの更新を推進します。 

（４）地震等による配水管からの水道水の流出を防止し、貯水量を確保するため、相野

谷浄水場及び坂手配水場の緊急遮断弁装置を更新します。 

（５）安全で安心な水道水を安定的に供給するため、老朽化した設備は計画的に更新す

ることが重要であり、特に、電気設備や機械設備等は耐用年数が短く、災害時は迅

速な対応を要求されることから、順次機器類の更新を図ります。 

（６）耐震化の視点から、地震被害の予想される地域において、災害医療拠点病院や避

難所等重要給水施設への管路の耐震化を考慮した水道管を整備します。 

（７）老朽管の布設替え及び耐震化については、耐震性の低い管路、特に２０年以上経

過したダクタイル鋳鉄管、接着継手のＴＳ式硬質塩化ビニール管において過去の地

震による被害率の違いから、管種による区分と優先順位を設け、耐震性の高い管

種・継手を有した水道管への布設替えを計画的に実施します。 

 

２．財政計画 

 

施設更新等の設備投資には多額の費用と労力を要するため、可能な限り長期間、現

有施設の長寿命化等による供用期間の延長を図り、事業経営面からも実現可能な計画

として、老朽施設の事故や地震等の災害時の影響等を考慮し、緊急性の高いものから

順次更新することで施設の強化を図ることとします。 

健全な経営を持続しながら、事業実施計画及び時期などを考慮し、次のことに留意

して財源の確保及び収支の見通しについて算出することとしました。 

 

（１）財源は、国庫補助金、企業債の借入れ、負担金及び自己資金とします。 

   ・国庫補助金  ：補助対象事業費の１/４ 

   ・企業債の借入れ：国庫補助金、負担金を除く事業費の１００％ 

   ・負担金    ：消火栓新規設置工事費 

・自己資金   ：内部留保資金 

（２）内部留保資金として、建設改良費・減債積立金などの資金を確保します。 
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（３）収益的収支の条件設定 

１．収益的収入 

営業収益 

給水収益 平均供給単価×年間有収水量で算出。 

手数料・分担金 将来の給水戸数 1 戸当たりに平均単価を乗じて算出。 

下水検針収納受託料 将来の給水戸数 1 戸当たりに平均単価を乗じて算出。 

その他 過去 5 年間の実績額を基に今後の状況を勘案して算出。 

営業外収益 
長期前受金戻入 過去の投資及び投資計画により将来の額を算出。 

その他 過去 5 年間の実績額を基に今後の状況を勘案して算出。 

２．収益的支出 

 

営業費用 

 

人件費 令和 3 年度の予算額に人件費上昇率を見込む。 

修繕費 過去 5 年間の実績額を基に今後の状況を勘案して算出。 

動力費 1 ㎥当たり平均動力費×年間浄水量で算出。 

薬品費 1 ㎥当たり平均薬品費×年間浄水量で算出。 

受水費 基本料金＋使用料金で算出。 

委託料 過去 5 年間の実績額を基に今後の状況を勘案して算出。 

その他 過去 5 年間の実績額を基に今後の状況を勘案して算出。 

減価償却費 将来の償却資産への投資シミュレーションに連動。 

営業外費用 
支払利息 企業債の支払い計画に基づいた額。 

その他 過去 5 年間の実績額を基に今後の状況を勘案して算出。 

３．損益 収益的収入-収益的支出 

 

（４）資本的収支の条件設定 

１．資本的収入 

企業債  企業債の借入れ計画に基づいた額。 

国庫補助金  投資計画に基づく補助対象事業費に対する補助金額。 

出資金 他会計 計上しない。 

負担金 工事負担金 配水管布設替えや新規消火栓設置工事等に対する額。 

２．資本的支出 

建設改良費 
施設整備費 投資計画に基づいた額。 

営業設備費 メーター器購入費等で実績額を基に算出。 

企業債償還金  企業債の支払い計画に基づいた額。 
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１．将来の収支見込み 

 

将来の水道事業の収支は、収益の減少に加え、施設更新事業・管路耐震化事業等の

建設改良工事を推進することにより、これまでの状況と大きく変化します。 

これまで、２０１４（平成２６）年度以降における本市水道事業の経営状況は、公

営企業会計制度の改正を起因として営業外収益が増加したことなどにより、２０１５

（平成２７）年度及び２０１６（平成２８）年度の災害復旧による支出を除くと、プ

ラスの収支状況を維持していました。 

この状況において、現行の料金体系を据え置くものとした場合、給水収益は減少す

る傾向となりますが、企業債の元金償還・利息の支払い及び減価償却費が減少するこ

とにより支出が抑えられることや、さらなる経費削減に努めることで、２０２５（令

和７）年度までは概ね良好な経営状況となる見込みです。 

しかし今後、収益的収支においては給水収益の減少に加え、一般会計からの補助金

や他会計負担金等を見込まないことで収入減となる見通しであるのに対し、計画期間

中も施設更新事業・管路耐震化事業を実施することで、その事業に対して新規に借入

れる企業債の支払利息や減価償却費が加算される状況となります。さらに、施設老朽

化に伴う修繕費等の増加や、２０２６（令和８）年度以降には県水受水量の増加が見

込まれることにより、支出が収入を上回る傾向にあることから、この時期を境に経営

状況が赤字に転じる見込みとなります。また、収入源の中には、現金を伴わない収入

である長期前受金戻入を含んでいることから、これを除くと、実質的には計画期間内

の全年度における経営状況は赤字収支となる見込みです。 

資本的収支においては、国庫補助金の活用と企業債の借入れ及び自己資金を基に、

施設更新事業・管路耐震化事業を実施することとしており、必要な資金は確保できる

見込みとなっています。また、これまでの事業で借入れた企業債の返済が進んでいる

ため、企業債残高は減少傾向で推移しています。 

なお、自己資金は、将来の施設更新に備えるため内部留保として、建設改良や減債

積立金などの資金を確保するもので、減価償却費などの計上によって生じた資金とな

ります。 

 

 

 

 

 

 

第５章 今後の経営状況 

自己資金（内部留保資金） 

実際に現金の支出がない費用（減価償却費等）の計上によって生じた資金（＝損益勘定

留保資金）や、過去の利益を積み立てた資金。建設改良投資や借入金の返済のために使用

される。 
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２．料金体系等のあり方 

 

現在、本市水道事業の水道料金体系は、用途や口径によらず、基本料金１,８８５

円（10㎥まで）に超過料金（1㎥ごとに）を加算していくものとなっています。 

水道料金は、給水サ－ビスの対価として水道事業が実施する施設の建設及び改良に

要する経費を賄うことが可能なように、必要な時期に適正な水準に定めることが健全

な経営につながるものとされていますが、本市水道事業については、計画期間内にお

きまして、２０２５（令和７）年度までは運転資金を保有できる見込みにより、現行

の料金体系による事業運営を継続できる試算となっています。しかし、２０２６（令

和８）年度以降において、料金体系を現行のままで運用することについては、検討が

必要であると考えています。 

また、試算によりますと、支払利息及び減価償却費等が減少することにより、

２０２５（令和７）年度までは給水原価は次第に減少していきますが、２０２６（令

和８）年度以降は再び増加に転ずるものとなります。経常費用等の削減には努めてい

ますが、今後において、施設維持に係る費用や県水の受水費について減少は見込めず、

さらに施設の老朽化が進むことで、施設を維持するための費用の増加も予測されるこ

とから、計画期間内において、料金回収率が１００％を上回ることは見込めないもの

となっています。 

なお、自己資金は、計画期間以降における老朽化施設の更新事業に使用することで、

次第に減少するものと考えられます。よって資産維持や水道水の安定供給を目的とし

た事業実施のための資金確保については、その負担を先送りしないためにも、将来に

おける料金改定等を考慮した検討が必要となってきます。 

 

 

      
給水原価：一事業年度の水道水を供給するために要した費用を有収水量(給水量)で除した値 

供給単価：一事業年度の水道料金収入を有収水量(給水量)で除した値 
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１．取組みの方針 

 

水道事業を運営していくためには、水道施設や水道管路等の健全性を維持しつつ、

経営基盤を強靭化していくことが、水道水の安定供給を継続して行っていく上で必

要な前提条件となります。 

しかし、老朽化した水道施設の修繕・更新や、災害時における飲料水の確保等の

ために必要な事業を実施するには、多額の資金が必要となります。これらの事業を

実施していくには、その財源を確保するために、まず徹底した水道事業の効率化・

経営健全化に取り組み、事業運営にかかる経常的なコストの削減を進めることで、

経営基盤の強化を図るとともに、水道施設のダウンサイジングなど設備投資の合理

化を進めることが重要となります。 

これまで、本市水道事業においては、組織の見直しや民間活力を取り入れるなど、

水道事業の効率化・経営健全化に取り組んできましたが、さらなる運営経費の削減

に努めるとともに、今後の事業投資計画を含め、総合的に検討した上での合理化を

図っていきます。 

また、水道水の安定供給を確保するため、災害に備えた取組も重要であることか

ら、地震等の災害や事故に強い強靭な水道施設の再構築を図るとともに、応急給水

体制等のソフト面での災害対策の強化も目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６章 効率化・経営健全化の取組み 

経営基盤強化 投資の合理化 災害対策の強化

効率化・経営健全化 

　〇 その他重点事項

　〇 施設の長寿命化
　〇 広域化に関する事項
　〇 民間活力の活用に関する事項
　〇 その他の経営基盤の強化に関する事項

　〇 水源水量の有効活用

　〇 資金管理・調達に関する事項

取　組　方　針
　〇 組織体制
　　・組織及び人材に関する事項
　〇 施設の合理化
　　・施設の効率的運用
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２．これまでの主な経営健全化の取組み  

 

（１）業務委託（民間活力の活用） 

上下水道料金検針・収納業務、施設運転管理業務及び夜間窓口対応業務につい

て、民間事業者へ業務委託を実施することで、コストの適正化と市民サービスの

向上を図りました。 

（２）水道使用基本料金の免除による普及促進事業 

   ２０１０（平成２２）年度から，新規に給水装置を設置又は既設の給水管の口

径を増径される方に対して、１２か月間の水道使用基本料金を免除することで水

道普及率の向上を図り、経営基盤の強化に努めています。 

（３）加入分担金の減免による普及促進事業 

   ２０２２（令和４）年４月から当面の間、新規に生活用として水道に加入しよ

うとする方に対して、加入分担金を減免することで水道普及率の向上を図ります。 

（４）料金納付方法の多様化 

   キャッシュレス決済など納付方法が多様化する中、これまでの納入通知書及び

口座振替による支払い方法に加えて、２０２１（令和３）年７月からスマートフ

ォンアプリを利用した電子決済による納付が可能なりました。 

 

３．今後の取組み  

 

３－１．事業運営に関する事項 

（１）組織体制 

本市水道課は、職員数１０人による業務・管理部門のそれぞれが一体となって

事業運営の効率化を図り、水道施設の運転管理や料金徴収等を業務委託し、効率

的な事業運営の達成に努めてきました。人事異動により、職員の水道業務経験年

数の変動がありますが、経年経過する施設の更新・耐震化や管路の更新を着実に

進めるとともに、日常の施設管理を適切に行うことで施設の長寿命化を図るため

にも、管理に必要な職員の技術の承継が重要となってくることから、技術職員の

確保と育成に取り組みます。 

さらに、職員の意欲を向上させ、能力が発揮できる組織を構築するため、研修

会への参加など水道事業に関する各種資格・技術取得を推進して専門的な知識や

技術を継承し、計画的で効果的な人材の育成に努めます。 

（２）施設の合理化 

現在、相野谷浄水場、坂手配水場、東部浄水場及び西部浄水場の４箇所から水

道水を供給しており、それぞれの給水対象区域を設定した上で、配水管路末端の

接続と連絡管の布設により、事故や緊急時に対応した水道水の供給網を構築して
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います。 

また、三坂配水場系の給水区域は、その管路の大半が脆弱な石綿管でしたが、

石綿管の管路布設替え工事が完了したこと等により、相野谷浄水場から同給水区

域への給水が可能となり２０１３（平成２５）年から三坂配水場を休止としまし

た。引き続き経費削減や管理の効率化を図るために、今後も三坂配水場は休止を

継続します。 

（３）県水受水による水源と自己水源の有効的な活用 

   本市水道事業ではその水源として、浄水された県水の受水と、自己水源である

地下水を組み合わせて水道水の供給を行っています。 

過去に自然災害による被害を受けた経験から、災害時の応急給水の確保も踏ま

えた水源の保持を念頭に置いて、県水については相野谷浄水場・坂手配水場・東

部浄水場で受水し、有効的に活用することで配水の安定を図っています。 

なお、地下水については限りがあることから、「茨城県地下水の採取の適正化

に関する条例」に基づき取水量を抑制しながら、自己水源を有効的に活用してい

ます。今後も、水道水の安定供給を維持するために、より有効的な活用の選択を

しながら、水源の安定確保に努めていきます。 

（４）施設の長寿命化 

各施設には、浄水設備・配水設備・電気設備及び監視システムの装置や機器制

御装置など、その部分的な損傷から、施設全体の更新に繋がってしまうような重

要な設備があります。そういった設備の故障や事故を予防するために、定期的に

巡回点検を行い、機器等の異常の早期発見に努め、修繕や消耗部品の交換等を適

時に実施しています。 

今後、老朽化に対応した施設整備や維持管理体制の強化を図り、災害に強い水

道を目指して、水道施設の長寿命化を計画的に進めていきます。 

（５）広域化に関する事項 

国は、都道府県に対し、市町村等の実施する水道事業について、市町村の区域

を超えた広域化を推進するため、基本的方針を定めた「水道広域化推進プラン」

の策定を求めており、これを受けて茨城県では現在、「茨城県水道ビジョン」の

策定を進めているところです。 

本市水道事業は、日本水道協会茨城県支部・茨城県企業局を軸に、近隣の事業

体間での相互連携を図り、今後の動向を見ながら技術促進、事務の効率化及び危

機管理の協力体制などの情報交換や、業務改善策・広域的な事業運営についての

共同研究等に取り組んでいきます。 

（６）民間活力の活用に関する事項 

現在、本市水道事業では、検針・収納業務及び浄・配水場の運転管理や点検業

務等の施設管理ついては、民間への業務委託を行っています。 
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公共の福祉の観点から、水道事業の基幹的業務は、引き続き水道事業者が責任

を持って効率的に実施していくことが求められますので、今後も先進事例の研究

をしながら、近隣事業体の動向を注視しつつ調査・検討を進め、より効率的で、

より良いサービスが提供できるよう改善を行っていきます。 

 

３－２．経営基盤の強化に関する事項 

現在の水道料金体系は、２００８（平成２０）年度に改定（消費税率改定に伴う

ものを除く。）していますが、健全な経営を強化していくためにも、引き続き、給

水サ－ビスの対価として実施する、水道事業の投資計画に見合った料金設定に努め

るとともに、使用者間の負担の公平化と自主財源の確保を図るため、収納率の向上

に向けた取組みの検討を行っていきます。 

また、給水区域内人口が減少傾向となっていますが、安全性や経済性といった水

道水の必要性などを発信することで利用促進を図ります。 

更に未普及世帯の解消に努めることにより、水道普及率の向上を図り、老朽管更

新を計画的に推進することで、有収率及び収益性の向上に努めます。 

 

３－３．資金管理・調達に関する事項  

常に一定以上の預金高を維持し、安定した資金運用を行っていますが、人口減少

に伴う収益の減少や、浄・配水場施設及び水道管路等の老朽化による施設の修繕や

更新・耐震化等に多額の費用を要することから、今後、厳しい経営状況が見込まれ

ます。 

これらの事業による建設改良費が増加し、自己資金の減少が予測されることから、

資金管理に影響が出る可能性があるため、投資計画に沿った資金運用を行い、繰入

金・補助金等の確保に努めつつ、企業債を計画的に財源に組み入れていきます。 

また、有収水量の推移から適正な料金収入を見込むとともに、料金回収率の向上

に努めます。 

 

３－４．その他重点事項 

（１）安全で安心な水道水を安定的に供給するため、施設の耐用年数を考慮し、実際

の老朽化の状態を把握した上で、計画的に施設の修繕や更新の検討を行います。 

（２）給水区域内における給水効率を高めるとともに、維持管理の効率化、施設利用

率の向上を図り、管理費用を削減するため浄・配水場施設のダウンサイジングを

検討します。 

（３）これまでも、防災対策や危機管理体制の強化は取り組んできましたが、本市防

災危機管理担当部署や水道業務に携わる民間企業及び他事業体との連携を図るこ

とで、水道施設の耐震性強化など防災及び減災等の安全対策に取り組みます。 
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PDCA 

サイクル 

計画の策定(Plan) 

・ビジョン、目標の設定 

・基本計画の策定 

事業の推進(Do) 

・進捗状況の管理 

 

目標達成状況の確認
(Check) 

・事後評価 

・顧客満足度の把握 

改善の検討(Action) 

・未達成目標の対処 

・新たなニーズの把握 

 

 

評価・検証（Check）、見直し（Action）のプロセスにおいては、学識経験者等の

意見を聴取し、客観的かつ合理的な検証・見直しが行われるよう留意し、あわせて、

経営比較分析表の各種経営指標を活用し、経営環境の類似する他団体の水道事業と

経営状況の比較分析を行うなどして経営状況を的確に把握し、経営健全化・効率化

に取り組んでいきます。 

また進捗管理においては、各施策を着実に実施するため、戦略の実行状況、投資・

財政計画と実績とのかい離やその原因に対する分析を行い、その結果を次期戦略へ

と反映していくこととし、計画策定（Plan）、実行（Do）、評価・検証（Check）、

見直し（Action）のサイクル（PDCAサイクル）を継続的に運用していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７章 計画の検証と進捗管理 

 

○PDCAサイクル  

Plan（計画）････････ 従来の実績や将来の予測などを基にして事業計画を作成する。  

Do（実行）･･････････ 計画に沿って業務を行う。  

Check（評価・検証）･･ 業務の実施が計画に沿っているかどうか確認する。  

Action（見直し）･･･････ 実施が計画に沿っていない部分を調べて処置する。 

 

計画の見直し 

事業への反映 

水道施設更新計画 

及び実施計画 

情報開示・説明責任 

情報の収集 

実施事業 

成果の整理 
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TEL: 0297-23-1881 
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